


















































































































































































































































































































































































































































































































































によって開発が認められる場合がある）。Victor Moore,A Practical Approach to
 
Planning Law, 10th ed.,Oxford University Press, 2008, p.355.;Barry Cullin-






在国会において審議されている（“2006 Development Control Highlight”,Journal
 









































































































?? Planning and Compulsory Purchase Act 2004, s.15（以下、「Act 2004」とす
る）;The Town and Country Planning (Local Development)(England)Regula-
tions 2004(SI 2004/2204),s.11（以下、「Regulations 2004」とする).
?? Act 2004,s.17.;Regulations 2004,s.6.
?? Act 2004,s.20.;Regulations 2004,s.7.























(ａ) 中心戦略（core strategies) 中心戦略は、当該地区の計画枠組
の中心的要素を挙げるものである。この戦略が採択されると、他
の全ての開発計画文書はこれに合致しなければならなくなる。
(ｂ) 地区行動計画（action area plans）（必要であれば) 変化もし
くは保存が必要な地区について、地域再生地区や保存地区などを
示す。





(ｄ) 採択提案地図（adopted proposal maps) 開発計画文書に含ま
れた全ての政策と提案を地図に示したもの。
また、DPDsと同じ周到な独立審査の手続を経る必要のあるものとし








?? Regulations 2004,s.7.;Moore,supra note 27,pp.62-3.






































































































?? The Town and Country Planning (Local Development) (England) (Amend-


































































































?? The Environmental Assessment of Plans and Programmes Regulations 2004
(SI 2004/1633).
?? 拙著前掲論文注31・83頁。
?? Act 2004,s.19 (5).地域空間戦略RSSについても同様に持続可能性評価が行われ
ている。
?? Office of the Deputy Prime Minister, Sustainability Appraisal of Regional
 
























































?? PPS12,para.4.36.;Planning Inspectorate,Local Development Frameworks -













































and Duxbury’s Planning Law and Procedure, 13th ed.,Butterworths,2005,pp.
83-4.
?? Stephen Crow,Mark Tewdwr-Jones and Neil Harris, “The Modifications
 
Phase of Local Plan preparation”,Journal of Planning and Environment Law,
1997 April,pp.310-2.
?? Planning Inspectorate, Development Plans Examination -A Guide to the
 
Process of Assessing the Soundness of Development Plan Documents,2005,para.
2.2-.2008年の規則改正に対応した指針が策定中でまだ出されていないので、これ
は旧規則の下で出された指針であるが変更がない限りでこれを参照する。


















































?? Act 2004,s.20(7),(8).;Regulations 2004,s.35.
?? Act 2004,s.23.;Regulations 2004,s.36.
?? こうした遅延についての調査と改善提案をしたものとして、Crow et al., supra
 
note 60,pp.291-.
?? Christopher Boyle,“Inspectors’Changes to Development Plan Documents”,











































?? Planning Inspectorate, Local Development Frameworks: Lessons Learnt
 
Examining Development Plan Documents,2007,para.4-.
?? Boyle,supra note 66,p.1433.
?? Id, p.1434.; Colin Wood, “Progress with Development Plan Documents:
Lessons learnt in England?”,Journal of Planning and Environment Law,2008
 
Issue 3,pp.265-74.




















































?? Act 2004,s.8 (4).














































?? Comment on Berridge case,［2000］JPL 542.







































基本計画の双方について争うことが可能であった。Town and Country Planning
 
Act 1990,s.284.
?? Peter Morgan and Susan Nott,Development Control,2nd ed.,Butterworths,
1995,p.171.













者にも原告適格が認められている（Turner v Secretary of State for the Environ-
ment (1973)28 P&CR 123.;Bizony v Secretary of State for the Ebvironment













































?? P.P.Craig,Administrative Law,6th ed.,Sweet& Maxwel,2008,pp.824-5.榊
原前掲論文注78・171-2頁。See also,Michael Fordham,“’Public Interest’Inter-
vention:A Practitioner’s Perspective”,Public Law,2007 August,pp.410-3.
?? Act 2004,s.113(4).
?? Act 2004,s.113(2).
?? Sir William Wade and Christopher Forsyth, Administrative Law, 9th ed.,















































の期間制限が設けられている（Civil Procedure Rules,Part 54.5.）。しかし、1981






and Forsyth,supra note 85,p.658-.;Craig,supra note 82,p.903-）。
?? Smith v East Elloe Rural DC［1956］AC 736.;R v Secretary of State for the
 
Environment,ex p Ostler［1977］QB 122.
?? R v Secretary State of State,ex p Kent［1990］JPL 124.
?? Craig, supra note 82,p.927.See also,R (on the application of Richards)v
 
Pembrokeshire CC［2004］EWCA Civ 1000.








































































































?? Morgan and Nott,supra note 77,p.173.






















































































































































もうひとつの不合理性に関する判例であるFourth Investments Ltd v
 
Bury Metropolitan BC???では、不合理性ゆえに計画が取消された。こ










































































































た。Blyth Valley Borough Council v Persimmon Homes(North East)Ltd& Ors
［2008］EWCA Civ 861.








































































































??? Housebuilders Federation Ltd v Stockport MBC and Secretary of State for
 
the Environment［2000］JPL 616も同様に判示した。その他に理由提示の程度に
ついて判示した判例としてHall Aggregates(South Coast)Ltd v New Forest DC
(1996) EGCS 108、Charles Church Developments plc v Hart DC［1994］JPL
 
B133などがある。










































































































???［1998］JPL 361;［1997］EWHC Admin 791.
??? その後、Warren判決やDrexfine判決の基準を適用して判断した判決としては
以下のものがある。Doncaster MBC v Rossington Hall Investments Ltd［1999］
EWHC Admin 810;Berridge v Doncaster MBC［1999］EWHC Admin 375;







































































































??? R.E.Wraith and G.B.Lamb,Public Inquiries as an Instrument of Govern-
ment,Allen & Unwin,1971,p.13.






















































??? Bryan v UK (1995)21 EHRR 342.
??? R (on the application of Alconbury Developments Ltd.)v Secretary of State
 
for the Environment,Transport and the Regions［2001］2 All ER 929.









































??? House of Commons Select Committee on Environment, Transport and
 




??? Department of the Environment,Transport and the Regions,Review of the
 
Planning Inspectorate Executive Agency, 2000.独立機関、民営化、統合などの計
画審問局の組織改革のオプションを検討している。





??? Malcolm Grant,Environmental Court Project: Final Report,Department of
 




べきであろう。See also,Cullingworth and Nadin,supra note 27,p.49.
??? Department of the Environment,supra note 129,para.3.14.;See also,Wraith
 


















































??? House of Commons,supra note 128,para.5-.
??? Planning Inspectorate,Customer Satisfaction Survey 2007,2008.2004年法の
新たな開発計画策定手続における審問官の役割についても、議論や証拠提出の時間
が十分であった点など手続の進め方に対する満足度は高い。














































いては後者に申し立てることができる。Duxbury,supra note 59,p.415.;Wade and
 
Forsyth,supra note 85,p.991.;戒能前掲書注120・168頁（元山健執筆）。
??? 日本においても都市形成における市民の位置づけを手続的権利の観点から構成
しなおすべきとの主張がある（大浜啓吉「法の支配と国家高権」堤口康博・大浜啓
吉編『現代日本社会の現状分析』（敬文堂、1997年）239-278頁、大田直史「まちづ
くりと住民参加」芝池前掲書注６・161-4頁）。また、日本における早期の参加の実
践に触れるものとして、西田幸介「計画策定手続と参加」芝池前掲書注６・177-８
頁。
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う。
日本において策定手続の充実化は度々主張されるが、それは裁判所に
よる計画の審査との関係も視野に入れて考慮されなければならないであ
ろう。つまり、手続において利害調整が十分になされるのであれば、利
害調整の場としては適切ではない裁判所はその結果をより尊重すべきと
いうことになりうるのである。
第二に、計画を争う訴訟の訴訟要件や判決の効力については次のよう
である。まず訴訟要件としては、原告適格のみでなく参加人の参加につ
いても比較的柔軟に認める傾向にある。それに対して、６週間とかなり
短く、期間制限の例外もほとんど認められていない。これについては手
続が充実していることの裏面として、計画の早期確定という要請が働く
ことも一つの要因であろう。
出訴期間経過後の訴訟とともに、排除効のもう一つの側面である後行
の決定の訴訟における都市計画の違法性の主張についても、認められて
いない。これは詳述したように基本的にゾーニング制をとっていない事
などのイギリスの特有の制度からの帰結であるので、日本においても同
様の制度設計が妥当であるとするのは早計である。
第三に、利害調整機関の位置づけとして、その審査範囲と独立性につ
いて触れておこう。
審問官による審査は計画策定手続に組み込まれていることもあり、計
画内容にまで踏み込んで、計画が証拠によって正当化できるか、効果的
かといった観点から審査が行われる。それは代替案との比較、達成可能
性、柔軟性といった裁判所による合理性の審査では審査できない事柄に
まで及ぶ。但し、次の点は留意すべきであろう。この審査は行政手続に
組み込まれているので審査基準は主務大臣によって示されているが、日
本のように裁決機関として設けられた場合には、独立した裁決機関が審
査基準を自ら探ることになろう。その際に、違法性に加え妥当性（当・
不当）について審査することもできることは当然である。また、都市計
画の計画内容については一定程度は当該地域の政策判断が関わってくる
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ので、日本の議論における裁決主義を取ったとしても、裁決機関が政策
判断の中身について厳格に審査することは民主的正統性の観点から疑義
が生ずることになる???。審問官の独立審査においても、計画当局の政策
判断を自らの判断で代置することまでは認められない。
独立性については、イギリスでは歴史的伝統もあり審判所のような厳
格な独立性はあえて取られていない。また、審判所と異なり裁判手続に
接近するのではなく、より審問官の職権的色合いを濃くしている（この
背景には迅速化の要請があるが）。しかし、形式的には独立性に問題があ
るが、信頼や満足度によって実質的には独立した判断が行われるよう担
保している。日本においては、都市計画分野における行政による利害調
整・紛争処理機関としては建築審査会や開発審査会があり、計画策定に
おける専門機関としては都市計画審議会がある。これらはいずれも地方
公共団体に置かれるが、独立した学識経験者による合議体という形で独
立性・中立性を保った形式になっている。しかし従来から紛争処理機関
については、委員の中立性の問題や、紛争処理機関の事務局の非独立性
といった問題があり、十分に独立して中立的な判断を下せているのか疑
問が呈されてきた???。形式的には独立しているが、実質的には独立した
判断に疑問が付されているといえよう。
計画争訟において新たな第三者機関を構想する場合に、形式的・実質
的な独立性・中立性をどの程度のものとするか、一つの争点となろう。
審判所のように中立的な裁断機関を構想するのか、その際にイギリスの
ように裁断機関を中央政府の下に置くのか（地方の意思決定機関からの
??? イギリスの行政裁量について「政策」との関係で検討したものとして、次の論説
がある。深澤龍一郎「裁量基準の法的性質と行政裁量の存在意義⑴」民商法雑誌127
巻６号（2003）775-813頁、同「裁量基準の法的性質と行政裁量の存在意義（２・完）」
民商法雑誌128巻１号（2003）1-42頁。
??? 例えば、橋本公亘「建築審査会論（上）」ジュリスト776号（1982年）56-62頁、
寺田武彦「開発審査における不服審査の実務と問題点」自由と正義45巻６号（1994
年）49-54頁。
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独立のため）、それとも利害調整の場として厳格な独立性を求めないとい
うこともありえよう。
以上のように、日本の都市計画争訟制度の議論に即してイギリスの制
度を検討してきた。イギリスにおいては歴史的伝統の色濃く残る部分と
ともに、度々続く迅速化の要求といった要因ゆえに、独特の制度設計と
運用がなされている面がある。しかし、事前手続と裁判手続との役割分
担を制度的に考察してゆく際に、一つの実践として今後の日本の議論の
糧になることを期待する。
※本稿の執筆に際しては、計画審問局（ウェールズ）の局長 John Davis
氏、計画審問局（イングランド）のMark Newey氏、ウェールズ議会
政府の計画部局のLee Armitage氏から計画争訟の実務についてご教
授を賜った。ここに御礼を記すこととする。
※本稿は、2006年（平成18）年度研究促進奨励金（個人研究・SGU-S06-
203133-19）を受けた研究成果である。
（2008年10月18日脱稿)
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